
民泊問題
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・生活の本拠である住宅において、平穏や安全・安心は大きな価値

民泊が！もたらすトラブル
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盟瞥堕瓢調轟薗国

・平成28年6月 20 日「民泊サービスJのあり方に関する検討会
最終報告書の定義
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陸型選壁轡認盤；斗i二二一一四 日一 一一J
－現在国会で審議中の「住宅宿泊事業法（案） Jで用いている用語

（旅館業法上の営業許可を受けていない者が）

宿泊料を受けて住宅に人を宿泊させる事業
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「旅館業Jとは「宿泊料を受けて人を宿泊させる
営業」旅

館
業
法

宿泊料を受領して人を宿泊させる営業に該当する
場合には，旅館業法上の許可が必要

無許可営業については、 6月以下の懲役又は
3万円以下の罰金



....... 国・圃・・・・・圃圃圃・・・I
．農山漁業体験民宿業
．イベント良治

．国家戦略特区民泊
・国家戦略特別区域；去に基づき国家戦略特別区域に指定が
された地域

・外国人旅客の滞在に適した（外国人限定では無い）施設
を賃貸借契約に基づき 7 Elから 1 0 日の範閣で使用させ
る場合、旅館業法の特例として適用除外（許可不要）と
する

・平成 28年1 0丹 3 i 白から、期間の，"f"娘がフ回から 3
日！こ短縮された
一→ 2泊 3＇日という日数での特区民治の遷嘗が可能に

..... 』圃圃圃圃圃圃園田園圃圃咽－

－厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部長
および観光庁審議官が開催する形で『「民泊サービス
のあり方Jに関する検討会』が設置された。

（続き）

一定条件

・年間提供日数に上限を設ける方向性（180 日以下）

．民泊サービスの態様

・①家主居住型（住宅提供者が，住宅内に居住しながら、
当該住宅の一部を利用者に利用させるもの。）

・②家主不在型（個人の生活の本拠でない、または、個人
の生活の本拠であっても提供日に住宅提供者が滞在して
いないもの。）
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L ー提供者による行政庁への届出のみ

－管理組合内部で意見が食い違い， 場合によっては鋭い感情的対立すら起
こりかねないようでは， 民泊に限らずマンション内部で生じた問題への対応
すらままならない事態を招きかねない。

！知的法認没州地じた事態に対して；災i:/ii殺り日切かつ迅速に対処する第一歩となる . 
払ιa,;（） ~,,li J 干竺fムば一ームーー...；－.，・－＝…戸ヤ吋哨』一一一匂一－－ι← J ， . ι一－一一一一一~

マンションにおけるr民泊J

；管理：組合の対応｝J；よf .',':'ｷ-c 
·:1l：・J
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・標準管理規約 1～ 2条の文言

－専有部分の用途について「専ら住宅として使用するも
のとし、他の用途に供しではならないJ と規定

f区分所有建物における特区民泊の実施についてj
（平成 28 年 1 2 月 9 日付の内閣府地方創生推進事務局による通知）

管理規約が標準管理規約のままであり、「区分所有者は、その

専有部分を専ら住宅として使用するものとし、他の用途に供し

一－
’ ？蝿：;l~iJ:趨園田
~司国語ii踏忌率指闘l！？十 lA当 } 3分における民泊サ戸ピスIi~
~ .. 一品IHI園田，z悉悶m住宅専用の用途制限に違反じている I 

ぽ専ら居住者の生活の本拠！があるか否
かで判断、
専有部分の利用方法に聞して． 日常
的な生活空間（居住用建物）としての
平穏の維持を確保すること
－民泊は不特定の者に対して住宅を宿
泊施設として提供するサービス→施設
利用者にとっては「生活の本拠Jとは

＼いえ舟い “; • ;~ 

・旅館業j去の適用の枠とは別個の「住
宅を利用したサービスJという側面
，民泊はあくまで｝もf住宅」を利用した
サー7ピスのー形態

！：；：：：：＼現＼Ji！~！~；の規…？！！~in 則 ! ; : i皮を導きH -c 悲しい
’ （解釈の余地があることを否定できない。） ! 

・標準管理規約 1 2 条と同線の規定を置いている場合、
明確な態度を決定した上で、規約の条項を整理する

｜当マンションは、民泊について｜
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・住宅専用の用途制限規定の解釈に慣がありうる

．無用な解釈論争を回避する

( 肱民泊加す仙う旨の | 
新たな規定を定める。

• CD全面的に禁止するか、②人数や日数といった側面で一部禁止とするか
はそれぞれのマンションの実情に応じて判断

解釈に幅がありうる規定→実際に専有部分において民泊行為が行われ
た際に，当該規約の文言が問題となった民泊行為を禁止しているとい
えるかどうか争いとなる争

規約において民泊を禁止する：には明徳かつ具体的な，文言が望ましい。
新法における定義規定に却した文書が漉’している。

；禁止する場合
η 

組合員（又は占有者｝！ま．自己の所有（又は占有）する専有部分の全部文
は一部において， 不特定又は多数の者に対して， 民泊！と供じではならない

当該規約において「民泊Jという用語が法令上の用語ではないため、いかなる行為を意
味するものかを明確にすることが必要。そのため、
「この規約において，民泊とは，専有部分の全部又は一部を活用して，不特定又は多
数の者に対し，宿泊サービスを提供することをいう。 j
といった定義規定を設けることになる。

組合員（又は占有者）は，自己の所有C又は占有）する専有部分の全部又
は一部において．旅館業法によって規制される旅館営業又はその類似’の
営業を行つてはならない占 〆

このような規定の場合は，民泊が旅館業法とは別個の規制の仕組みによる新しい宿泊
サービスの提供と位置付けられていることからすれば， この規約の文言で民泊を制限
しているといえるかどうか不明確となる。

不適切例文
19' 

合員（又！ま占有者）は、自己の所有（叉は占有）する尊有部分の全部ま
たは一部において、不特定または多数の者に対して、宿泊料その他の対
価を徴収して宿泊のための施肢として提供してはならない。

組合員（又は占有者）は自己の所有（叉は占有）する尊有部分の全部また
は一部において、住宅宿泊事業法第3条第1項の届出をして行う住宅宿
泊事業iこ使用t:.:ではならない。
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1 理事長lま ， 特定の専有部分につき。規約第O条 （厚手F部分の用途／ご局する規定］ において禁止
される行為に供されているかどうかの事実を確認するため，区分所有者および占有者に対し，い
つでも専有部分の利用の状況につき，口頭または書面で照会することができる。
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｜ゲストルームの使用細則に盛り込む内容 | 

! 不特定または多数の者に対する貸出行為を禁止 I 

I c②年間利用制限回数や連続使用可能回数を定める | 
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国醐臨鑓園盤国留置圏霊園
共同の利益に反する行為であることを
理由に行為の停止を請求する

｛区分所有i去6j長 1項）

総会決議を要する
・ 用途制限違反行為の存在を前提に、
そのことが区分所有者の「共同の利益に
反する行為Jであると評価しうることが必要

規約違反を理由に I: 

行為の差し止めを請求する！
CdlS管理規約67条3項｝ [' 

理事会決議で足りる

ト ーし…なら I 管理組合全体でしっかり意思疎通をして、 ; | 
『このマンションで民泊を営むことはやめよう、できない。 J | 

と思わせるような管理状況を築くことが大切 , I 
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・民泊を許容しようという場合でも，どのような態様
で認めるかは、それぞれのマンションの実情に応じ
て決めるべきこと

・あくまでも新法（住宅宿泊事業法）で認められた営
業としての民泊しか認められないことを明記すべき

・民泊を営業しようという場合には，その営業臼数に
制限を設けることや、実際の宿泊日や宿泊人数、宿
泊者の氏名などについて、その都度理事会への属出
を要求する規定を置くことも考える

民泊を許容する場合の要点；日：J¥, 
〆

．、、，

国土交通省による規約案 コ
:C.2{, 

ーっ

・区分所有者は、その専有部分を国家戦略特別区域法第13条第｜
1 項の特定認定を受けて行う国家戦略特別区域外国人滞在施設 i
経営事業に使用することができる。 I 

－区分所有者は、その専有部分を国家戦略特別区域法第13条第 I 
1 項の特定認定を受けて行う国家戦略特別区域外国人滞在施設 ！
経営事業に使用してはならない。 I 

fdt：国土交通省による規約案

・しっかりと意見交換する

・管理組合内部で一致した対応ができるようにする
・今すぐにこの問題への態度を明石在にする必要がある


